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　論　説

内部適合のダイナミクス　断続的均衡モデルとその限界

深　　山　　誠　　也

Ⅰ　はじめに

本稿の目的は，組織変革論で展開されてきた議論を通じて，組織の内部要因

間における適合関係の変化がいかに生じているかについての検討を行なうこと

である。

本稿では，以下のように議論を展開する。第 1 に，経営戦略論および経営組

織論において分析されてきた企業の内部適合に関する研究を概観し，内部適合

という概念が長らく重視されてきたことを示す。さらに，ある内部適合の状態

から別の内部適合の状態に移行するという内部適合のダイナミクスに対して，

先行研究ではどのように扱われてきたかについて説明する。第 2 に，第 1 の議

論を踏まえ，組織変革の類型を整理するとともに，組織変革の代表的なモデル

である断続的均衡モデルを説明する。断続的均衡モデルを用いて，内部適合の

ダイナミクスを検討し，断続的均衡モデルの限界について提示する。

Ⅱ　内部適合とそのダイナミクス

１. 内部適合に関する研究

多くの研究者らによって，経営戦略，組織構造，組織プロセス間の適合すなわ

ち組織内部における適合が必要であることが長らく理解されてきた（Chandler,  

1962; Nadler and Tushman, 1997; 等）。これらの研究は，Chandler（1962）の米 
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国企業の成長に関する古典的な研究に端を発するものである。Chandler（1962）

は，多角化戦略の採用によってそれを実行するための有効な組織がどのように

変わっていったかを明らかにした。この研究を通じて，経営戦略と組織構造と

の適合関係が高い業績をもたらすことが指摘された。Chandler のこの命題は， 

多くの研究（Miles and Snow, 1978; Galbraith and Nathanson, 1978; Amburgey 

and Dacin, 1994; Zott and Amit, 2008; Galan and Sanchez-Bueno, 2009; 等）の 

基礎となった。さらに，この命題を通じて， Miller（1981）の「ゲシュタルト」 

の議論1が導かれ，組織内のさまざまな要素間の相互依存性が重視され，それ 

らの適合の形成が目指されるようになった（Bletner, Chaddad and Bettis, 2012）。

近年では，企業において活動間の適合に関する研究 （Porter, 1996; Levinthal, 

1997; Rivkin, 2000; Siggellkow, 2002; Zhao, 2006; Peterf and Reed, 2007）が

増加し，企業における活動間の適合は企業業績の違いの主要因として認識さ

れている（Lenox, Rockart and Lewin, 2010）。例えば，Porter（1996）によれ

ば，競争優位は「活動がお互いにフィットし強めあう状況から生まれている2」

と主張されている。Rumelt（1984，2011）は，資源と能力の束の重要性を指摘

するとともに，1 つひとつの単位が個別に運営されていると，システム全体は

十分な機能を発揮できず，「質的不整合」の問題が発生することを指摘してい

る。Collis and Montgomery（1998）は，有効な経営戦略には，ビジョン，目

的と目標，資源セット，事業群，組織構造・システム・プロセスの各要素が互

いに依存し，支え合い，互いに補強しあうように機能する必要があると指摘す

る。このような状態にあるとき，内的一貫性（internal consistency）が確保さ

れる。この内的一貫性は，「いかに統合されたシステムから価値を創造するか」

ということを表すビジョンが第一の基礎となる。このビジョンがもとになり，

「個々の要素の機能上の質」や「直近の目的と目標」だけでなく，「個々の要素

をまたがる連結」が次に必要となる。ここでいう要素間の連結とは，「企業の

資源セットと事業群の間のフィット」，「事業群と組織構造・システム・プロセ

1 Miller（1981）らの研究は，コンフィギュレーション・スクールとも呼ばれている。（Mintzberg,  
Ahlstrand and Lampel, 1998）．
2 Porter（1996）, p. 99。
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スの間のフィット」，「組織構造・システム・プロセスと企業の資源セットのあ

いだのフィット」である。つまり，これらの研究では，有効な戦略には内部適

合が必要なことを主張している。

２. 内部適合のダイナミクス

組織の補完性に関する研究（Milgrom and Roberts, 1995）などを通じて，組

織の内部適合の重要性は確実なものとなっている。一方，適合やコンフィギュ

レーションという概念は，静態的な概念として捉えられることが多く，多く

の研究者から批判を浴びている側面もある（Miller, 1981; Venkatraman, 1989; 

Zajac, Kraatz and Bresser, 2000; Peteraf and Reed, 2007）。

Siggelkow（2002）は，研究者たちが組織の要素間の一貫性や内部適合が業

績と正の関係にあることを長年にわたり主張してきたことを指摘した。一方，

コンフィギュレーションと呼ばれる組織の要素間の関係が強く結び付いた状態

に向けてどのようにして変化するかについてはほとんど議論されていない未解

決の問題であることも指摘した。以上のような議論の下，適合を静態的なもの

として理解するのではなく，動態的なものとして理解するためには，新たな視

点が必要であると主張した。Venkatraman（1989：441）も，戦略的適合に関す

る既存研究のレビューを通じて，従来の研究では「戦略論における適合の特定

化・検証では，静態的でクロスファンクショナルなアプローチ」が重点的に取

り扱われてきたため，「長期的な視点での適合の特定化・検証のための適切な

メカニズム」を展開することが必要であると主張した。

適合やコンフィギュレーションの変化についての解明を試みた研究では，特

定の適合状態であるコンフィギュレーションから別の異なるコンフィギュレー

ションへの移行は大飛躍を含んだものであるとみなされてきた（Miller, 1996）。

しかし，Miller（1996：506）が「コンフィギュレーション研究は発展段階である」

と指摘するように，コンフィギュレーションの移行については十分に研究がさ

れているとはいえない。Sabherwal, Hirschheim and Goles（2001）も，適合の

重要性が認識されてきたにも関わらず，適合のダイナミクスについての研究が

ほとんどなかったことを指摘した。
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以上のように，第Ⅱ節では内部適合の重要性は確実なものとなっているもの

の，内部適合をいかに形成または変化させるかについては，十分に研究されて

いないことが明らかになった。第Ⅲ節以降では，組織変革の類型とその特徴に

ついて整理することにより，内部適合をいかに形成または変化させるかに関し

て，組織変革論の議論をどのように適用できるかを検討する。

Ⅲ　組織変革の類型

組織変革論においては，組織変革の方法や特徴によって分類がされてきた。

Bamford and Forrester（2003）によれば，組織変革がどのように推進される

かについては，計画的変革と創発的変革の2つの主要なアプローチがある。計

画的変革とは，組織メンバーの明確な意図に基づき計画的に形成される組織変

革である。他方，創発的変革とは，「明確な意図を欠いた状態で組織の新しい

パターンを形成（Orlikowski, 1996：65）」される組織変革である。

しばしば組織変革論では，計画的変革はトップダウン型の組織変革と結び付

けて考えられてきた。トップ・マネジャーは部門や職能レベルのバイアスを受

けずに，システム全体の視点から見ることができ，素早く目的を持った組織変

革を主導し実行できる立場にある（Sminia and Nistelraij, 2006; Conger, 2000）

ため，トップ主導で進められるトップダウン型の組織変革は，明確な意図に基

づいた組織変革，すなわち計画的変革となる。

他方，創発的変革は，ボトムアップ型の組織変革と結び付けて考えられてき

た。外部環境がダイナミックで，不確実で，予測不可能になる中で，トップの

位置で「事態を読み」，他のメンバーがこの指示にしたがうといったやり方で

は対処不可能になった（Senge，1990）。そのため，より現場主導で組織変革を

進めるリーダーが強調されるようになった（Owens and Hekman，2012）。ボ

トムアップ型の組織変革は，仕事の手順等の継続的改善によって進められる。

これらの改善は，日々の状況に対応しながら，現場の職員が即興で試みるも

の（Orlikowski, 1996：88-89）である。そのため，ボトムアップ型の組織変革は，

明確な意図を欠いた状態での組織変革，すなわち創発的変革となる。
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また，Markova（2006）によれば，変革そのものの特徴によって，漸進的変

革と急進的変革の 2 つに分類することができる。

漸進的変革とは，「組織が絶え間ない改善，調整，修正を加えながら，問題

を解決し，より効率的な運営を図る3」形での組織変革であり，「すでに実施さ

れている仕事をもとにした試みであり，比較的小さな規模のなかで企業の機能

の改善を積み重ねていく4」ものである。漸進的変革は，様々な研究者らによっ

て異なる用語が用いられてきた5。例えば，連続的変革6，第 1 次変革7，継続的変

革8，組織開発9などである。Weick and Quinn（1999）は，継続的変革という表

現を用いている。継続的変革では，組織は小規模な調整を繰り返し，継続的に

調整を蓄積することによって大規模な変革へ至ることが想定されている。継続

的変革は，ルーティンを改善していく場合や毎日の業務の中における状況，問

題発生，機会に取り組む場合に生じる。また，Porras and Silvers（1991）は、

組織開発（Organizational Development）という表現を用いている。組織開発

とは，労働環境の変更を中心に，現在の環境への一層の適応または予想される

将来の環境への適合への改善を意図したものである。このような変革は個々の

従業員の行動や認知に関して，急進的ではない変化を起こす。

他方，急進的変革とは，パラダイムシフトを伴う，複数の次元や複数のレベ

ルで生じる不連続な形での組織変革である。漸進的変革の場合と同様に，急進

的変革についても様々な研究者らによって異なる用語が用いられている。例え

3 Nadler and Tushman（1995）
4 ibid
5 Cha and Cha（2014）によれば，組織変革に関わる研究領域においては，異なる用語
を用いることが好まれてきた。そのことが研究者や実務家の間での意思疎通を難しくし
た。例えば，研究者が断続的均衡モデルを用いる際，同じ動態的転換の現象を指すもの
として，「急進的」，「革命的」，「根本的」変革と呼んできた。このような定義では，異な
る組織研究領域における集約的な知見を得られず，変革をマネジメントする取り組みの
成功を伝えられなかった（pp. 116-117）。
6 Nadler and Tushman（1995）
7 Meyer, Goes and Brooks（1995）
8 Weick and Quinn（1999）
9 Poras and Silvers（1991）
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ば，不連続変革10，第 2 次変革11，エピソディックな変革12，組織転換13である。Weick 

and Quinn（1999）は，エピソディックな変革という表現を用いている。エピ

ソディックな変革とは，比較的短期間に頻繁ではない大規模な変革が行われる

こと14である。併せて，この変革の特徴は意図的で計画的15に行なわれる。こ

のように，エピソディックな変革の特徴を含んだ急進的変革は，トップダウ

ンによる計画的変革と関連づけて考えられることが多い。このように考えら

れる理由は，変化に対する組織内の抵抗が強い16という前提があるからである。

組織内の強い抵抗を乗り越えて変化を起こすためには，トップによる権限が

必要になる。また，Porras and Silvers（1991）は、組織転換（Organizational 

Transformation）という表現を用いている。組織転換とは，組織の新たなビ

ジョンの創出に対して主に目を向けること17である。ビジョンとは，①組織に

おいて指針となる考え方や信念，②これらの信念を作りだす長く続く組織目的，

③組織目的の達成へと組織を動かす，一貫したミッション18である。このよう

なビジョンの新たな創造を含めて，変化させることが挙げられる。

以上のように，第Ⅲ節では，組織変革の類型についての整理を行なった。組織変

革には複数の類型があるものの，各類型の間には共通点や関連がある場合も多い。

組織変革の複数の類型をまとめると，2 種の組織変革の形を見出すことができる。

1 つ目は，漸進的変革である。漸進的変革は，「組織が絶え間ない改善，調

整，修正を加えながら，問題を解決し，より効率的な運営を図る19」ものであり，

主には現場主導での組織変革と結び付けられる。さらに，このような組織変革

は，結果的に「明確な意図を欠いた状態で組織の新しいパターン（Orlikowski, 

10 Nadler and Tushman（1995）
11 Meyer, Goes and Brooks（1995）
12 Weick and Quinn（1999）
13 Porras and Silvers（1991）
14 Weick and Quinn（1999）
15 Ford and Ford（1995）によれば，意図的変革とは，変革の推進者が今あるものとは
異なる状態や状況を構築するために綿密かつ故意に組織変革を開始することである。
16 小沢（2009）
17 Porras and Silvers（1991）
18 Collins and Poras（1989）
19 Nadler and Tushman（1995）
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1996：65）」が形成される創発的変革と結び付けられる。

2 つ目は，急進的変革である。急進的変革は，パラダイムシフトを伴う，複

数の次元や複数のレベルで生じる不連続なものであり，主にはトップ主導での

組織変革と結び付けられる。トップ主導での組織全体を俯瞰して組織変革であ

るため，計画的変革と結び付けられる。

Ⅳ　断続的均衡モデル

第Ⅳ節では，組織変革論の有力なパラダイムの 1 つである断続的均衡モデル

を検討する。断続的均衡モデルは，後述の通り，第Ⅲ節の 2 種の組織変革が含

まれた組織変革の考え方である。この断続的均衡モデルに検討することにより，

内部適合のダイナミクスへの適用可能性やその課題について提示する。

断続的均衡モデルは，長期にわたる安定期（均衡期間）が短期の根本的な

組織変革期（革命期間）によって中断されることを示したモデル（Romanelli 

and Tushman, 1994, p. 1141）である。断続的均衡モデルによれば，長期的で

小規模な「漸進的変革」と短期的で大規模な「急進的変革」が存在する（図 1 ）。 

図 1　断続的均衡モデルにおける2種類の変革
Tushman and O’Reilly（1997）, p. 215を基に，筆者作成20

20 Tushman and O’Reilly （1997），p. 215では，「急進的変革」ではなく，「不連続変革」と
示されている。後述の通り，同じ概念であると考えられるため，ここでは「急進的変革」
と示した。

変
化
の
大
き
さ

急進的変革

漸進的変革

時の経過
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 「漸進的変革」では，通常，組織を構成する 1つないし 2 つの要素が再調整

される一方で，「急進的変革」は課題，人材，文化，公式な組織構造などの各

構成要素が同時に変更される。Tushman and Romanelli（1985）では，組織で

変革される対象となる活動として，中核価値・信念，戦略，パワー配分，組織

構造，コントロール・システムの5つの活動を提示した。このモデルでは，組

織が根本的に変わるためには，漸進的・断片的な変革だけでは不十分である21

ことが主張されている。

Tushman and Romanelli（1985）によると，断続的均衡モデルには 3 つの鍵

概念が存在する。第 1 に，「収斂プロセス（process of convergence）」である。

これは漸進的変革を通じて，企業の戦略全体を支える社会政治的，技術経済的

な活動における複雑性を整理し，一貫性をとるプロセスである。比較的安定し

た時期の場合，組織は全く動かないわけではない。能率的な組織ではつねに何

らかのかたちの改善や修正の手が加えられている。組織構造を変えたり，戦略

を修正したり，組織文化の改良を図ったりしている。組織が絶え間ない改善，

調整，修正を加えながら，問題を解決し，より効率的な運営を図る。それぞれ

はすでに実施されている業務をもとにした試みであり，比較的小さな規模の変

化によって，企業の機能の改善を積み重ねていくものである。このタイプの変

革が，漸進的変革である。第 2 に，「再編期間（periods of reorientation）」で

ある。一般化されたパターンが根本から再秩序化される期間を意味する。急激

な環境の変化によって，組織にも同じように急激な変革が求められる。組織は

単に整合性の改善を図るのではなく，新しい戦略，新しい仕事の進め方，新し

い公式の組織体制などを備えた全く新しいコンフィギュレーションを築こうと

する。このタイプの変革は，過去を完全に切り離した，まったく新しい要素か

らなる組織を再構築するものである。このタイプの変革が，急進的変革である。

第 3 に，「トップ・マネジャーのリーダーシップ」である。トップ・マネジャーのリー

ダーシップによって，組織変革に対する抵抗力と推進力を仲介させる役割を果

たしている。

21 Tushman and O’Reilly （1997），p. 249。
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Tushman and Romanelli（1985）が断続的均衡モデルを提唱して以来，その

実証研究も行われてきた。

Romanelli and Tushman（1994）は，米国のミニコンピュータメーカー25社

における組織活動のパターンの変化についての定量的分析を行った。彼らの研

究から，以下の 3 点が明らかになった。第 1 に，組織変革の多くは，短期の急

進的変革によって生じ，組織活動（戦略，組織構造，パワー配分）の全てない

し大部分を変革させるものであった。第 2 に，組織活動の小規模な変革は根本

的な変革に結び付かなかった。第 3 に，環境の変化や経営者の継承が変革の先

行要因となった。彼らの研究は，断続的均衡モデルの主張を概ね支持する結果

となった。

Sabherwal et al.（2001）は，事業レベルと IT レベルのそれぞれの戦略と組

織構造の適合の変化についての事例分析を行った。彼らの研究からは，組織変

革に関連した以下の 3 点が明らかになった。第 1 に，収斂プロセスにおいては，

必ずしも戦略と組織構造間の適合度が高くなく，また再編期間でも必ずしも適

合度を高めてはいなかった。第 2 に，再編期間によって生じた戦略や組織構造

の変化は，直後の収斂プロセスの中で強化あるいは相殺された。第 3 に，再編

期間が生じる要因として，「認識の変化」が析出された。彼らの研究は，断続

的均衡モデルで主張されてきた議論を概ね支持するとともに，急進的変革後の

漸進的変革の重要性について指摘した。

古田（2014）は，日産自動車の事例を用い，断続的均衡モデルのプロセスの

解明を試みた。環境変化や業績の悪化という先行要因の下で，トップ・マネ

ジャーのカルロス・ゴーンのリーダーシップに端を発し，日産リバイバル・プ

ランの実行を通じて，組織構造，組織文化などに影響を及ぼすことが確認され

た。彼の研究結果には，2 つの貢献点があった。第 1 に，断続的均衡モデルの

プロセスを明らかにすることによって，その精緻化を図ったことである。ゴー

ン就任後，組織構造，戦略，組織文化・パワーという順に変革が生じた。第 2 に，

日本企業を対象に検証されたという点である。これまで欧米企業のみで検討さ

れており，日本企業を対象とした断続的均衡モデルの検証はされてなかった。

以上のように，断続的均衡モデルは実証研究を通じても，その主張が支持さ
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れつつある。断続的均衡モデルは，上述の通り，長期にわたる安定期（均衡期

間）が短期の根本的な組織変革期（革命期間）によって中断されることを示し

たモデルであるため，内部適合のダイナミクス，すなわち内部要因間における

適合関係の変化にも適用することが可能であると考えられる。

Ⅴ　断続的均衡モデルの限界

他方，断続的均衡モデルは以下の 4 点の限界を抱えたモデルである。断続的

均衡モデルを通じて内部適合のダイナミクスを想定する場合にも，この 4 点の

限界を踏まえて検討する必要があると考えられる。

第 1 に，環境決定論的なモデルという点である。Nadler and Tushman 

（1995）によって「組織における重要な変革は，究極的にはすべて環境によっ

て引き起こされる（p. 28）」と主張されているように，断続的均衡モデルにお

ける急進的変革の発生は，ほとんどの場合外部環境における特定の出来事の発

生を意味している。しかし，そのような想定では，同一環境下におかれた組織

間の違いは生じなくなる。Brown and Eisenhardt（1997）や銭（2004）は，組

織内の主体的行動によって急進的変革が生じることを主張している。Dean, 

Carlisle and Baden-Fuller（1999）は，英国の水道業界を分析対象として断続的

均衡モデルについて検証した結果，急進的変革は，環境が変化した場合に生じ

るのではなく，漸進的変革によって環境への適応ができない場合に生じている

ことを明らかにした。

第 2 に，経営者のリーダーシップへの依存度の高いモデルという点である。

Tushman and Romanelli（1985）によって主張された断続的均衡モデルの 3 つ

の鍵概念のうちの 1 つが「経営者のリーダーシップ」であるように，断続的均

衡モデルは漸進的変革から急進的変革への転換を，環境の変化とともに経営者

すなわちトップ・マネジャーのイニシアティブに依存している。しかし，急進

的変革は必ずしもトップ・マネジャーのイニシアティブによって生じるわけで

はない。

例えば，Plowman et al.（2007）は，米国の宣教教会が高所得者向けの教会
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からホームレス向けの教会へと急進的に変革したプロセスについての事例分析

を行った結果，その急進的変革がトップ・マネジャーのイニシアティブによっ

てではなく，ボランティアや現場職員のイニシアティブによって生じたことを

明らかにしている。

また，トップ・マネジャーのイニシアティブだけでなく，ミドル・マネ

ジャーや現場職員のイニシアティブも重視されるべきであるということは，野

中（1985）に端を発する「ミドル・アップダウン・マネジメント」（Nonaka, 

1989），「誘発型自己組織」（竹内・榊原・加護野・奥村・野中，1986），「プロ

セス型戦略」（奥村，1989）等でも指摘されてきた。「ミドル・アップダウン・

マネジメント」では，トップ・マネジャーが創り出す壮大で抽象的な概念と

現場職員が創造する具体的な概念の間にある本質的な矛盾を，ミドル・マネ

ジャーが媒介的な概念を創りだすことによって解消していくことが主張されて

いる。野中・竹内（1995）は「ミドル・マネジャーのダイナミックな役割を強

調するミドル・アップダウン・マネジメントこそが，我々の理論を従来の経営

論から区別するポイントである」と述べている。竹内他（1986）の「誘発型自

己組織」モデルは，トップ・マネジャーとミドル・マネジャーの相互作用を

媒介として企業の自己革新プロセスを説明するモデルである。「誘発型自己組

織」モデルは，トップダウンで計画的に進められるプロセスではなく，ボトム

アップによる自然発生的プロセスでもない。トップ・マネジャーがミドル・マ

ネジャーの持つ変化創造力と秩序形成能力を触発することによって，組織変革

が進められる。「プロセス型戦略」とは，「事前にラフなシナリオを描きつつも，

トライ・アンド・エラーを繰り返し，そこから有効な戦略のコンテントを創出し，

それを蓄積しながら次第にその戦略コンセプトを精緻化する」（奥村，1989： 

p. 38）という特徴がある。

これらの研究では，トップ・マネジャーがミドル・マネジャーたちに大まか

な方向性を示しながらも，行動の自由度を大幅に与え，自由闊達な共同体の運

営・発展を側面からサポートすることで，日本企業の競争力が作られていった

と考えられてきた。しかし，ミドル・マネジャーの相互作用プロセスの促進要

因や阻害要因に関する研究は十分に行われてこなかった。
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このような研究の間隙を埋めるために，「組織の＜重さ＞プロジェクト」に

基づく研究が，最近進められた。このような「ミドル・アップダウン・マネジ

メント」などの日本企業の強みとされてきた組織の特徴に関する最近の研究に

は，沼上・軽部・加藤・田中・島本（2007）や佐々木（2014）がある。

沼上他（2007）は，日本企業における従来の強みであった創発戦略の創出と

実行が何によって阻害されているのかについて「組織の＜重さ＞プロジェク

ト」のデータに基づく定量的分析を行った。彼らの研究では，有機的組織の特

徴と機械的組織の特徴のバランス次第で，戦略の創発が容易になったり，困難

になったりするということを示した。従来，有機的組織が戦略の創発を進める

と考えられてきたが，有機的組織の特徴が「重い組織」という特徴を創り上げ

ることによって，戦略の創発を阻害することが明らかにされた。つまり，沼上

他（2007）は，ミドル・マネジャーや現場職員のイニシアティブをうまく機能

させるための組織構造・組織運営の重要性について指摘している。

近年の研究では，佐々木（2014）が，「組織の＜重さ＞プロジェクト」のデー

タに基づく定量的分析から，トップ・マネジャーのリーダーシップに関する要

因とミドル・マネジメントの戦略関与に関する要因による組織成果への影響に

ついて検討した。彼の分析の結果，3 点が明らかになった。第 1 に，トップ・

マネジャーのタスク志向性のリーダーシップとミドル・マネジャーの戦略コ

ミュニケーションが組織成果を高める上で非常に重要な役割を果たした。第 2

に，トップ・マネジャーのタスク志向性と人間関係志向性のリーダーシップ，

ミドル・マネジャーの戦略コミュニケーションがいずれも高い組織が，最も高

い組織成果を示した。第 3 に，ミドルの戦略イニシアティブが高い組織は必ず

しも高い組織成果を示していなかった。彼の分析結果は，トップ・マネジャー

が人間関係志向的な姿勢を示し，ミドル・マネジャーが積極的に戦略イニシア

ティブをとって多様な創発戦略を生み出していくような，従来想定されてきた

ミドル・マネジメント中心の組織とは異なる姿を示した。むしろ，ミドルの積

極的な戦略イニシアティブはトップ・マネジャーの強いリーダーシップほどの

効果がないと結論づけられた。

以上のように，断続的均衡モデルでは，トップ・マネジャーのイニシアティ
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ブが強調され，Plowman et al.（2007）や「ミドル・アップダウン・マネジメント」

等の研究では，ミドル・マネジャーと現場職員のイニシアティブが強調されて

きた。近年の日本企業の強みに関する研究では，ミドル・マネジャーだけでな

く，トップ・マネジャーのイニシアティブの重要性が再評価されるなど，組織

変革に関してどのイニシアティブが強調されるかについては一貫した結論に

至っていない。これらの研究に共通するのは，いかなる競争戦略を採用した時

に有効であるかについては明らかにしていないという点である。どのような組

織変革を行うかは，採用された競争戦略などによって異なると考えられる。し

かし，断続的均衡モデルやミドル・アップダウン・マネジメントは，全ての組

織に有効なモデルであるというように研究が進められてきたように考えられる。

第 3 に，再編期間における急進的変革の特徴が過度に単純化されている点で

ある。断続的均衡モデルにおける急進的変革の特徴は，主に 2 つの特徴を持っ

ている。第 1 に，変革のスピードが速いという特徴である。スピードの速い変

革によって大規模な転換を達成する上で障害となる組織慣性を克服することが

できる（Romanelli and Tushman, 1994）。断続的均衡モデルにおける急進的変

革は，単純にその変革スピードが速いという前提が置かれてきたため，変革プ

ロセスにおける変革スピードの影響についてはほとんど研究されてこなかった

（Pettigrew, Woodman and Cameron, 2001）。第 2 に，変革の規模が大きいと

いう特徴である。Romanelli and Tushman （1994）では，大規模な組織転換の

ためには，全てまたはほとんどの領域の活動を急速に変革させる必要があるこ

とを主張している。そのため，変革の順序についてはほとんど明らかにされて

いない。

つまり，断続的均衡モデルにおける急進的変革は，全てまたはほとんどの領

域の活動が短期間に変わるという前提が置かれているため，急進的変革がど

のようなプロセスで展開するのかについて言及されていない（Pettigrew et al., 

2001; 古田，2014）。しかし，Greenwood and Hinings（1988）が主張するように，

変革プロセスの初期において大きな影響を及ぼす要素が変化することは，組織

を変革させる重要性を知らせる象徴的な意味を与えるという点で重要であると

いえる。Amis, Slack and Hining（2004）は，36のカナダ国立スポーツ組織の
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12年間にわたる定量的分析によって，急進的変革が，一般的に考えられてきた

急速で大規模な特徴を持つものではないことを明らかにした。さらに，変革初

期における意思決定要素の変革によって，組織要素の急進的変革に重要である

ことを明らかにした。

第 4 に，資源について明示的に考慮されていない点である。前述の通り，断

続的均衡モデルでは，環境の不連続な変化と，中核価値・信念，戦略，パワー

配分，組織構造，コントロール・システムの変化に注目している。つまり，断

続的均衡モデルでは，環境，競争戦略，組織特性の変化には注目しているもの

の，資源状況の変化については必ずしも考慮していない。

資源状況の変化とは，すなわち資源が増加したり減少したりすることを指し

ている。資源の増減は，組織における余剰資源の蓄積を生じさせる。このよう

な資源状況の変化についての研究は，資源スラックに関する研究でなされて

きた。

資源スラックとは，「組織が環境変化に適応する余剰能力であり，当面必

要とされない経営資源22」であると定義されている。資源スラックは，イノ

ベーション（Nohria and Gulati, 1996; 他），企業の成長（Mishina, Pollock and 

Porac, 2004），組織成果（Tan and Peng, 2003; George, 2005; 他）等との関係

が研究されてきた。例えば，Voss, Sirdeshmukh and Voss（2008）は，米国

の非営利劇場を対象にした定量的分析の結果，認知された環境の脅威の程度

が高い場合，財務資源スラックは試行錯誤や柔軟性等によって特徴づけられ

る探索（exploration）を高め，改善や効率性等によって特徴づけられる活用

（exploitation）は低くなることを明らかにした。しかし，資源スラックの影響

については，プラスの影響とマイナスの影響の両方が指摘されており，一貫し

た結果は得られていない（Tan and Peng, 2003; Nohria and Gulati, 1996; 他）。

また，これらの研究のほとんどは財務資源スラックについての研究である。

資源スラックに関しては主に財務資源スラックが研究されてきた一方，人的

資源スラックについてはその詳細は必ずしも明らかになっていない（Lecuona 

22 大月（2005），p. 79
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and Reitzig, 2014）。例外的な研究として，Lecuona and Reitzig（2014）は，メ

キシコの4070か所の製造工場の 6 年間のデータを用いて定量的に検証した結果，

通常の人的資源スラックは企業の組織成果を減少させるものの，企業独自の重

要な暗黙知を保持した従業員を過剰に保有することは組織成果を増加させるこ

とが明らかになった。さらに，企業が競争圧力に直面した場合や企業における

業務に関わる選択によって職務上の標準化が進まない場合に，資源スラックの

重要性は高まることが明らかになった。

これらの資源スラックに関する研究の結果によれば，組織における資源の変

化が，環境の変化と関連しながら，戦略や組織特性に影響することによって組

織成果に影響することが示唆されている（例えば，大月，2005）。しかし，資源

の変化が経営戦略や組織，ひいては組織成果にいかなるプロセスで影響するの

かについては十分に明らかになってはいない。断続的均衡モデルにおいても，

資源の影響については十分に考慮されているとはいえない。

Ⅵ　おわりに

本稿では，第 1 に，経営戦略論および経営組織論において分析されてきた企

業の内部適合に関する研究を概観した。その結果，内部適合という概念の重要

性は確実になっている一方，ある内部適合の状態から別の内部適合の状態に移

行するという内部適合のダイナミクスについては，十分に議論されてきていな

いことを明らかにした。

第 2 に，内部適合のダイナミクスという現象をとらえる上で，組織変革の類

型を整理した上で，組織変革の代表的なモデルの一つである断続的均衡モデル

の適用可能性を検討した。断続的均衡モデルの基本的な考え方は，内部適合の

ダイナミクスに十分適用可能であると考えられる。ただし，断続的均衡モデル

には4つの限界が考えられるため，断続的均衡モデルに基づき，内部適合のダ

イナミクスを捉える際には注意が必要である。例えば，断続的均衡モデルに基

づく場合には，内部適合の変化は，外部環境の変化やトップ・マネジメントの

行動に依存したモデルと考えざるをえなくなる。また，急進的変革がどのよう
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に行なわれるべきかについては不確定な部分もあり，資源状況などに関しても

さらなる検討が必要であると考えられる。
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